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1 JLIA 

1950年（昭和25年）設立、今年63年目。 

輸入木材・建材（丸太, 製材, 集成材, 合板, 木質ボードなど）を
取り扱う商社, 問屋, メーカーなど、現在 54会員。 

日本木材輸入協会（JLIA）の取り組み 

日本の木材･木材製品の輸入に占める会員シェアー： 約60% 

( 丸太 62%, 製材 47%, 合板 70%, ボード 54%, 集成材 70% ) 

 

 2006年、合法性等の証明に係る「事業者認定制度」を制定。 
本年度、第２回目の認定更新手続き中。（認定対象：会員のみ） 

 

認定・認定更新に際し、各事業者を個別に訪問し、分別／書類
管理責任者（及び担当者･代表者）を対象に面接調査を行う。 

① 認定・認定更新のための調査（合法木材取扱実績、取組み状

況の確認）、② 合法木材供給事業者研修を同時に行う。 



社団法人全国木材組合連合会
常務理事　藤　原　敬　様

認定団体名：   日本木材輸入協会
認定団体識別記号：　輸入協 -
担当者名：   専務理事　大橋 泰啓
TEL/FAX：
Eメールアドレス：   aau35180@par.odn.ne.jp

(輸入) (販売) (輸入) (販売)

入荷量　 出荷量 入荷量　 出荷量

m3 m3 m3 m3 主 副

    
2,807,255 2,807,255 1,685,941 754,310 7 ( 9 )

木材加工 チップ
製材
合板
集成材
木質ボード類
その他(       )

木材流通 製材 3,162,808 3,162,808 420,630 149,252 12 ( 15 )

合板 2,584,630 2,584,630 2,266,372 272,887 11 ( 9 )

ボード類 545,510 545,510 160,638 15,399 1 ( 17 )

集成材 782,535 782,535 347,083 190,931 3 ( 19 )

その他(       )

その他 (住宅会社の自家用製材品)

合 計 9,882,738 9,882,738 4,880,664 1,382,779 34 ( 69 )

平成24年3月末日現在

団体会員数 54 37

認定事業者数 37 認定事業者数（会員外） 0

素材生産

素材流通

  03-5690-1131 / 1133

作成日： 平成24年(2012年)6月14日

認定事業者数

(但し、取扱実
績のあるもの)

認定事業者数（会員）

合法性・持続可能性の証明された木材・木材製品の取扱実績報告
        期間（平成 23 年 4 月 1 日～平成 24 年 3 月 31 日 ） 

木材・木材製品の取扱量
（総数）

うち合法性等の証明されたもの

業　　種

JLIA 2 

JLIA→全木連 

2011年4月～2012年3月 

輸入協（JLIA）会員の合法木材取扱実績 

60.1% 

13.3% 

87.7% 

49.4% 

合法性証明比率 

輸入丸太 

輸入製材 

輸入合板 



社団法人全国木材組合連合会
常務理事　藤　原　敬　様

認定団体名：   日本木材輸入協会
認定団体識別記号：　輸入協 -
担当者名：   専務理事　大橋 泰啓
TEL/FAX：
Eメールアドレス：   aau35180@par.odn.ne.jp

(輸入) (販売) (輸入) (販売)

入荷量　 出荷量 入荷量　 出荷量

m3 m3 m3 m3 主 副

    
2,807,255 2,807,255 1,685,941 754,310 7 ( 9 )

木材加工 チップ
製材
合板
集成材
木質ボード類
その他(       )

木材流通 製材 3,162,808 3,162,808 420,630 149,252 12 ( 15 )

合板 2,584,630 2,584,630 2,266,372 272,887 11 ( 9 )

ボード類 545,510 545,510 160,638 15,399 1 ( 17 )

集成材 782,535 782,535 347,083 190,931 3 ( 19 )

その他(       )

その他 (住宅会社の自家用製材品)

合 計 9,882,738 9,882,738 4,880,664 1,382,779 34 ( 69 )

平成24年3月末日現在

団体会員数 54 37

認定事業者数 37 認定事業者数（会員外） 0

素材生産

素材流通

  03-5690-1131 / 1133

作成日： 平成24年(2012年)6月14日

認定事業者数

(但し、取扱実
績のあるもの)

認定事業者数（会員）

合法性・持続可能性の証明された木材・木材製品の取扱実績報告
        期間（平成 23 年 4 月 1 日～平成 24 年 3 月 31 日 ） 

木材・木材製品の取扱量
（総数）

うち合法性等の証明されたもの

業　　種

JLIA 2 

JLIA→全木連 

2011年4月～2012年3月 

輸入協（JLIA）会員の合法木材取扱実績 

26.9% 

4.7% 

10.6% 

14.0% 

証明書発行 

輸入丸太 

輸入製材 

輸入合板 

要請ベースの発行が多い 



3 

主要輸入材の合法性証明（JLIA会員 2011年度）～① 
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輸入証明材 
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の比率 

証明書発行 

未確認は少ない 
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証明書発行 

米材丸太 

未確認 

495千m3 

(99.5%) 

1,565千m3 

(54.5%) 



主要輸入材の合法性証明（JLIA会員 2011年度）～② 
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北洋材丸太 
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JLIA 

ニュージーランド丸太 

未確認 

輸入証明材 

輸入証明材 

の比率 

4 証明書発行 

238千m3 

(35.6%) 

503千m3 

(50.3%) 



主要輸入材の合法性証明（JLIA会員 2011年度）～③ 

証明書発行 
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証明書発行 
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5 

970千m3 

(16.9%) 

1,711千m3 

(20.0%) 

（製材・集成材） 

欧州材 



主要輸入材の合法性証明（JLIA会員 2011年度）～④ 
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証明書発行 
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輸入証明材の比率 

証明書発行 

合 板 

754千m3 

(27.3%) 

2,585千m3 

(87.7%) 

（製材・集成材・単板） 

6 



7 JLIA 

CoC認証材の普及（海外） ① 

カナダ U.S.A. 



JLIA 

CoC認証材の普及（海外） ② 

ロシア 

P.N.G. 

8 



9 JLIA 

CoC認証材の普及（国内） ① 

日本 



10 JLIA 

日本 

CoC認証材の普及（国内） ② 



11 JLIA 

輸入商社のCoC認証取得状況 

CoC認証取得状況 （JLIA会員） 

FSC: 

PEFC: 

2006年  
  以前    

2007    2008    2009    2010    2011    2012 

4          11        14        19        25        28        29     (現在 29社) 

7          10        11        18        23        29        31     (現在 31社) 

※ うち 25社は 両方のCoC認証を取得 

JLIA会員の輸入数量 約1,000万m3（年間）のうち、 

   約 97% ----- FSC-CoC認証取得済み会員 

  約 85% ----- PEFC-CoC認証取得済み会員 

①森林認証・CoC認証、②団体認定、 

両方で合法性等を証明する体制を作っている。 



12 JLIA 

     (2)  合法性等の“証明の確認方法” （入荷） 

A)  FSC, PEFC 等の CoC認証番号とともに、CoC認証材    

     である旨の記載。（認証機関毎に様式を確認） 

 

個別の船積毎に作成される船積書類（Invoice、Packing List 等）、
もしくは合法性等証明書、に下記要件が記載されていること。 

B)  海外の業界団体の認定番号とともに、合法木材である 

     旨の記載。（団体毎に様式を確認） 

C)  当該輸出国・地域に公的なトレーサビリティ (CoC) システ 

  ムがあり、輸出許可関連書類が伐採の合法性まで担保し 

  ている場合、当該書類（輸出許可書等）が合法性証明書。 

林野庁ガイドラインは、“認証材”、“合法材”などの合法性等証明材
を出荷 （“証明の連鎖”） する方法を例示したもの。 （参考１～３） 

     (1)  合法性等の“証明方法” （出荷） 

～輸入材～ 



合法性等証明を確認できる書類 (A) 

13 JLIA 

A) FSC, PEFC 等の CoC認証番号とともに、CoC認証材    

     である旨の記載。（シッパー、認証機関毎に様式を確認） 

～ 



合法性等証明を確認できる書類 (A) 

14 JLIA 

A) FSC, PEFC 等の CoC認証番号とともに、CoC認証材    

     である旨の記載。（シッパー、認証機関毎に様式を確認） 



15 JLIA 

合法性等証明を確認できる書類 (B) 

B) 海外の業界団体の認定番号とともに、合法木材である 

     旨の記載。（団体毎に様式を確認） 



16 JLIA 

合法性等証明を確認できる書類 (C)  

C) 合法性等を確認できる輸出関連書類： 

1) インドネシア：（製品）  

a) 各輸出許可に際し林産業再活性化委員会(BRIK) が発行す 

    る証明書 ＝ “BRIK Endorsement” 

b) BRIKによる合法性証明を引き継ぎ、インドネシア政府は   

  「木材合法性検証システム (TLAS)」を新規策定し、新たな   

    合法性証明書の様式を公表した。 （運用開始までの間は、     

    BRIK Endorsement が合法性証明書として残る） 

c) 他に、民間の森林認証・CoC認証により証明されている例 

     もある。 

 



17 JLIA 

合
法
性
証
明
書 

BRIK（林産業再活性化協議会） 
による証明書 

合法性等証明を確認できる書類 (C) つづき 

インドネシア 



合法性等証明を確認できる書類 (C) つづき 

18 JLIA 

合
法
性
証
明
書
（予
定
） 

(新)木材合法性検証システム (TLAS) 

にもとづく証明書（予定） 

インドネシア 



19 JLIA 

合法性等証明を確認できる書類 (C) つづき 

2) マレーシア：（丸太・製品）  

a) 林野当局ないし、その外局が、輸出申告に際し裏書した輸出   

    許可書 ＝ “Customs No.2”   

     
b) マレーシアで新たに運用開始された電子輸出申告制度 (E- 

    Permit) によって作成される輸出許可書（→ 通称 “K2”）も 

    “Customs No.2”と並ぶ合法性証明書類。 

    どちらも税関による輸出許可の前に、林野当局ないし、その 

    外局により輸出許可されるシステムは変わらない。 

C) 合法性等を確認できる輸出関連書類： 



20 JLIA 

合
法
性
証
明
書 

税関による許可 

（中 略） 

Declaration of Goods to be Exported 
Customs No.2 Rev.8/89 

（輸出申告書） 

表 

合法性等証明を確認できる書類 (C) つづき 

マレーシア 



21 JLIA 

Sarawak Timber Industry Development Corp. 
(STIDC) 

（サラワク木材産業開発委員会） 

裏 

合
法
性
証
明
書 

合法性等証明を確認できる書類 (C) つづき 

マレーシア 



JLIA 

合法性等証明を確認できる書類 (C) つづき 

3) Ｐ.Ｎ.Ｇ： （丸太） 

 Copy of “SGS CERTIFICATE (Log Inspection Report)” ・・・ SGSによる「丸太検品報告書」のコピー 

4) ソロモン： （丸太） 

 Copy of “CERTIFICATE OF ORIGIN” ・・・ 林業省が直接発行した「原産地証明書」のコピー 

5) カナダ： （丸太） 
 Copy of “Export Permit (Foreign Affairs and International Trade Canada)” 

         ・・・ カナダ連邦政府（及びブリティッシュコロンビア州政府）発行の「輸出許可書」のコピー 

                及び 許可されたロット番号が記載された船積書類 

22 

6) ブラジル： （製品） 
 Copy of “Guia Florestal para Transporte de Productos Florestals Diversos – GF3” 

         ・・・ ブラジル各州政府 環境局 (SEMA) 発行の「木材製品輸送許可書 (GF3)」 

               （対象： パラ州、マトグロッソ州など特定の州。 

       それ以外は連邦政府 環境・再生可能天然資源院 (IBAMA) 発行の「森林原産証明書 (DOF) 」） 

C) 合法性等を確認できる輸出関連書類： 



23 JLIA 

合
法
性
証
明
書 

輸出許可書 
（カナダ連邦政府） 

ロット（筏）番号・ 
BC州輸出許可番号 

（1/2） 

カナダ  

（丸太） 

合法性等証明を確認できる書類 (C) つづき 



24 JLIA 

積 荷 明 細 

ロット（筏）番号 

合
法
性
証
明
書 

（2/2） 

カナダ  

（丸太） 

合法性等証明を確認できる書類 (C) つづき 



JLIA 

合法性等証明を確認できる書類 (C) つづき 

25 

輸入商社名 
木材製品輸送許可書 

  ブラジル 



JLIA 26 

主要外材の輸入実績と見通し 

2 0 0 6 2 0 0 7 % 2 0 0 8 % 2 0 0 9 % 2 0 1 0 % 2 0 1 1 %
2 0 1 2

1～7月
%

 南洋材 1,372 1,021 -26 728 -29 423 -42 556 +32 511 -8 199 -36

 米　材 3,240 3,020 -7 2,638 -13 2,468 -6 2,905 +18 3,078 +6 1,880 +8

 ロシア材 4,942 3,986 -19 1,888 -53 650 -66 440 -32 343 -22 220 -15

 NZ材 848 808 -5 869 +8 533 -39 722 +35 707 -2 448 +5

10,423 8,861 -15 6,148 -31 4,091 -33 4,637 +13 4,652 +0 2,755 +0

 南洋材 516 450 -13 643 +43 537 -17 586 +9 640 +9 346 -10

 米　材 3,427 2,724 -21 2,929 +8 2,272 -22 2,748 +21 2,786 +1 1,626 +3

 ロシア材 987 954 -3 666 -30 679 +2 635 -6 683 +8 388 -15

 NZ・チリ材 477 463 -3 459 -1 245 -47 313 +28 398 +27 177 -22

欧州材 3,045 2,654 -13 2,009 -24 2,036 +1 2,281 +12 2,485 +9 1,437 -4

8,451 7,244 -14 6,708 -7 5,769 -14 6,563 +14 6,992 +7 3,974 -4

4,881 4,008 -18 3,560 -11 2,844 -20 3,130 +10 3,666 +17 2,044 -13

806 642 -20 404 -37 457 +13 564 +24 671 +19 404 +3

471 588 +25 411 -30 348 -15 415 +19 484 +17 350 +28

461 453 -2 403 -11 354 -12 406 +15 563 +39 292 -16

25,493 21,796 -15 17,634 -19 13,862 -21 15,716 +13 17,028 +8 9,819 -4

（数量：  千 m3 ）

 合　板

構造用集成材

総 合 計

丸太

製材

（丸太合計）

（製材合計）

M. D. F.

パーチ／OSB

3年で▲45% 2年で＋22% 

建基法改定 リーマンショック 東日本大震災 
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 個別訪問により ・・・ 

 モニタリング（証明書のチェック） 

 会員との日々の Q&A で ・・・ 

 事業者研修（１年半ごと） 

 確認と問題解決 



JLIA 終 

輸入材の合法性等証明 “課 題 と 対 策” 

出荷先には合法性証明書の提出要求があった場合にのみ作成して
いる。但し、証明書提出要求が少ない。（2009~2010年） 

徐々に合法木材の供給が増えてきたものの、メーカーの原料となる
丸太以外は、まだ合法木材の需要拡大の余地が大きい。 

出荷先から要求が無くても自主的に合法木材を出荷
（証明書を提出）するよう努める。 

森林認証・CoC認証を取得済みのシッパーであっても実際の認証
材供給は少ない。（2009~2010年） 

日本の取り組み（合法木材普及活動）に応じて海外から“認証
材”供給が増えつつある。 

認証材を合法材として出荷することも可能。需給両面
で認証材／合法材の普及を図る。 


